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( 2 )  住宅の再建に向けた整備 

1 ） 居住基盤の整備状況 

①居住基盤の整備量 

 
〔居住基盤の総整備戸数〕 

復興まちづくり事業によって整備された居住基盤の総戸
数は、令和2（2020）年5月末時点で災害公営住宅を
含めて25,061戸である。 

事業別では、災害公営住宅整備事業により15,463戸
（61.7％）、防集事業により5,637戸（22.5％）、土地
区画整理事業により3,778戸（15.1％）、津波拠点事業
により183戸（0.7％）が整備された（表-3.10、図-
3.26）。 

〔居住基盤の総整備面積〕 
復興まちづくり事業によって整備された居住基盤の総整

備面積は 299.8ha である。 
事業別では、防集事業により 172.8ha、土地区画整理

事業により 116.9ha、津波拠点事業により 10.1ha が整備
された（表-3.11、図-3.27）。 

表-3.10 居住基盤の整備戸数（沿岸部全体） 

 
 

 
図-3.26 居住基盤の整備戸数（沿岸部全体） 

表-3.11 居住基盤の整備面積（沿岸部全体） 

 
 

 
図-3.27 居住基盤の整備面積（沿岸部全体） 

  

事業種別
整備戸数
［戸］

割合

防集事業 5,637 22.5%
土地区画整理事業 3,778 15.1%

津波拠点事業 183 0.7%
災害公営住宅整備事業 15,463 61.7%

合計 25,061 100.0%

22.5% 15.1%

0.7%

61.7%
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事業種別
整備面積
［ha］

割合

防集事業 172.8 57.6%
土地区画整理事業 116.9 39.0%

津波拠点事業 10.1 3.4%
合計 299.8 100.0%

57.6% 39.0%

3.4%
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●復興まちづくり事業によって整備された居住基盤の総
数は、令和 2（2020）年 5 月末時点で災害公営
住宅を含めて 25,061 戸である。 

●事業別では、防集事業により 5,637 戸、土地区画
整理事業により 3,778 戸、津波拠点事業により
183 戸が整備された。災害公営住宅は、計 15,463
戸が整備され、そのうち防集事業で 3,201 戸、土地
区画整理事業で 3,182 戸、津波拠点事業で 472
戸が整備された。 

●地域別では、整備戸数、整備面積ともに石巻・松島
地域が最も多く、12,916 戸（162.7ha）が整備さ
れた。 

●沿岸被災市町別では、整備戸数、整備面積ともに
石巻市が最も多く、7,404 戸（90.5ha）が整備さ
れた。 

●地区別では、全体で 223 地区の居住基盤整備が
行われ、防集事業で 195 地区、土地区画整理事
業で 24 地区、津波拠点事業で 4 地区が整備され
た。 

【3-2 (2) 1) のデータについて】 

〇防集事業に関するデータ 
出典：防災集団移転促進事業管理表(令和 2(2020)

年 5 月末時点、宮城県)、各市町防災集団移
転促進事業計画書 

※土地区画整理事業、津波拠点事業で整備された防
集宅地は、防集事業の整備戸数として集計 

〇土地区画整理事業・津波拠点事業に関するデータ 
出典：土地利活用状況調査(令和 2(2020)年 5 月末時点、宮城県) 
※1 区画を 1 戸として集計 
※防集事業の移転先用地と、災害公営住宅用地は集計から除く 

〇災害公営住宅に関するデータ 
出典：住まいの復興工程表(令和 2(2020)年 3 月末時点、復興庁)、 

【防集 DB】事業進捗状況・宅地供給見通し(令和 2(2020)年 5
月末時点、宮城県) 
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〔居住基盤の総整備戸数(地域別・沿岸被災市町別)〕 
地域別では、石巻・松島地域における整備戸数が多く

12,916戸、次いで、仙台湾南部地域が6,930戸、三陸地
域が5,215戸である（表-3.12）。 

沿岸被災市町別では、石巻市（7,404戸）の整備戸
数が最も多く、次いで、気仙沼市（3,652戸）、仙台市
（3,913戸）の整備戸数が多い。利府町（25戸）、松島
町（52戸）では、整備戸数が少ない（表-3.12）。 

 
 

表-3.12 居住基盤の整備戸数（地域別・沿岸被災市町別） 

 

〔居住基盤の総整備面積(地域別・沿岸被災市町別)〕 
地域別では、石巻・松島地域における整備面積が最も

多く162.7ha、次いで、三陸地域が75.2ha、仙台湾南部
地域が61.9haである（表-3.13）。 

沿岸被災市町別では、石巻市（90.5ha）の整備面積
が最も大きく、次いで、気仙沼市（47.9ha）、南三陸町
（27.3ha）の整備面積が大きい。塩竈市（1.1ha）、多
賀城市（3.9ha）、岩沼市（6.1ha）、亘理町
（6.9ha）では、整備面積が小さい（表-3.13）。 
 

表-3.13 居住基盤の整備面積（地域別・沿岸被災市町別） 

 
  

市町名 防集事業
［戸］

土地区画
整理事業
［戸］

津波拠点
事業

［戸］

災害公営住宅
整備事業
［戸］

合計
［戸］

気仙沼市 907 658 - 2,087 3,652
南三陸町 782 - 43 738 1,563
女川町 299 640 - 859 1,798
石巻市 1,464 1,484 - 4,456 7,404

東松島市 604 113 - 1,101 1,818
松島町 - - - 52 52
利府町 - - - 25 25
塩竈市 4 61 - 390 455

七ヶ浜町 194 343 - 212 749
多賀城市 - 83 - 532 615
仙台市 734 - - 3,179 3,913
名取市 113 396 - 655 1,164
岩沼市 170 - - 210 380
亘理町 200 - - 477 677
山元町 166 - 140 490 796
合計 5,637 3,778 183 15,463 25,061

地域名 防集事業
［戸］

土地区画
整理事業
［戸］

津波拠点
事業

［戸］

災害公営住宅
整備事業
［戸］

合計
［戸］

1,689 658 43 2,825 5,215
32.4% 12.6% 0.8% 54.2% 100.0%
2,565 2,724 - 7,627 12,916
19.9% 21.1% - 59.1% 100.0%
1,383 396 140 5,011 6,930
20.0% 5.7% 2.0% 72.3% 100.0%
5,637 3,778 183 15,463 25,061
22.5% 15.1% 0.7% 61.7% 100.0%合計

三陸地域

石巻・松島
地域

仙台湾南部
地域

市町名 防集事業
［ha］

土地区画
整理事業
［ha］

津波拠点
事業

［ha］

合計
［ha］

気仙沼市 28.3 19.6 - 47.9
南三陸町 25.9 - 1.4 27.3
女川町 9.0 16.7 - 25.7
石巻市 42.8 47.7 - 90.5

東松島市 19.5 3.6 - 23.1
松島町 - - - 0
利府町 - - - 0
塩竈市 0.1 1.0 - 1.1

七ヶ浜町 6.1 12.3 - 18.4
多賀城市 - 3.9 - 3.9
仙台市 18.4 - - 18.4
名取市 3.7 12.1 - 15.8
岩沼市 6.1 - - 6.1
亘理町 6.9 - - 6.9
山元町 6.0 - 8.7 14.7
合計 172.8 116.9 10.1 299.8

地域名 防集事業
［ha］

土地区画
整理事業
［ha］

津波拠点
事業

［ha］

合計
［ha］

54.2 19.6 1.4 75.2
72.1% 26.1% 1.9% 100.0%
77.5 85.2 - 162.7

47.6% 52.4% - 100.0%
41.1 12.1 8.7 61.9

66.4% 19.5% 14.1% 100.0%
172.8 116.9 10.1 299.8
57.6% 39.0% 3.4% 100.0%

三陸地域

石巻・松島
地域

仙台湾南部
地域

合計

図-3.28 居住基盤の整備戸数（地域別） 
 

災害公営住宅整備事業 5,011戸

災害公営住宅整備事業 7,627戸

災害公営住宅整備事業 2,825戸

津波拠点事業 140戸

津波拠点事業 0戸

津波拠点事業 43戸

土地区画整理事業 396戸

土地区画整理事業 2,724戸

土地区画整理事業 658戸

防集事業 1,383戸

防集事業 2,565戸
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図-3.29 居住基盤の整備面積（地域別） 
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〔復興まちづくり事業実施箇所の分布（居住基盤）〕 
復興まちづくり事業及び災害公営住宅整備事業により

整備された居住基盤について、立地の分布を図-3.30 に示
す。 

防集事業及び災害公営住宅整備事業は、事業地区
数が多く、沿岸部全体で広く実施された。 
 

 
土地区画整理事業は、石巻・松島地域を中心に、津波

拠点事業は、三陸地域、仙台湾南部地域において事業が
実施された。 
  

図-3.30 復興まちづくり事業実施箇所の分布（居住基盤） 
 

195 地区 
24 地区 
4 地区 

314 地区 

防集事業 

土地区画整理事業 

津波拠点事業 

災害公営住宅整備事業 
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〔復興まちづくり事業と災害公営住宅の組み合わせ〕 
災害公営住宅の約4割は、防集事業、土地区画整理

事業、津波拠点事業との組み合わせにより整備されてい
る。 

防集事業内で整備された災害公営住宅は3,201戸、土
地区画整理事業内は3,182戸、津波拠点事業内は472
戸であり、災害公営住宅整備事業のみで整備されたものは
8,608戸である（表-3.14、図-3.31）。 

表-3.14 復興まちづくり事業と災害公営住宅の組み合わせ 

 
 

〔防集事業による整備量〕 
防集事業による居住基盤整備は、7市5町の計195地

区で実施された。 
事業パターンは高台移転型と内陸移転型に分けられ、

高台移転型は161地区で3,030戸（96.9ha）、内陸移転
型は34地区で2,607戸（75.9ha）が整備された。 

一地区当たりの戸数は、高台移転型が18.8戸、内陸移
転型が76.7戸であり、内陸移転型は高台移転型に対し
て、一地区当たりの規模が大きい（表-3.15）。 
 
〔防集事業による整備量（地域別・沿岸被災市町別）〕 

地域別では、三陸地域は、77地区全てが高台移転型
であり、1,689戸（54.2ha）が整備された。石巻・松島地
域は、高台移転型が84地区、内陸移転型が8地区であ
り、計2,565戸（77.5ha）が整備された。仙台湾南部地
域は、26地区全てが内陸移転型であり、1,383戸
（41.1ha）が整備された。また、一地区当たりの戸数は、
仙台湾南部地域（53.2戸）が最も多い（表-3.15）。 

沿岸被災市町別では、石巻市（1,464 戸）の整備戸
数が最も多く、次いで、気仙沼市（907 戸）、南三陸町
(782 戸)、仙台市（734 戸）の整備戸数が多い。塩竈市
（離島区域）では整備戸数が 4 戸と最も少ない（表-
3.15）。 
 
  

復興まちづくり事
業による整備戸数

［戸］

復興まちづくり事
業内で整備された
災害公営住宅戸数

［戸］

合計
［戸］

防集事業 5,637 3,201 8,838
土地区画整理事業 3,778 3,182 6,960
津波拠点事業 183 472 655

8,608 8,608
9,598 15,463 25,061

事業種別

復興まちづ
くり事業

災害公営住宅整備事業（単独）
合計

表-3.15 防集事業による整備量 

高台移転 内陸移転 高台移転 内陸移転 高台移転 内陸移転 高台移転 内陸移転 高台移転 内陸移転
気仙沼市 51 51 0 907 907 0 28.3 28.3 0 17.8 17.8 - 312.0 312.0 -
南三陸町 26 26 0 782 782 0 25.9 25.9 0 30.1 30.1 - 331.2 331.2 -
女川町 22 22 0 299 299 0 9.0 9.0 0 13.6 13.6 - 301.0 301.0 -
石巻市 56 51 5 1,464 612 852 42.8 19.9 22.9 26.1 12.0 170.4 292.3 325.2 268.8

東松島市 7 4 3 604 232 372 19.5 7.6 11.9 86.3 58.0 124.0 322.8 327.6 319.9
塩竈市 2 2 0 4 4 0 0.1 0.1 0.0 2.0 2.0 - 250.0 250.0 -

七ヶ浜町 5 5 0 194 194 0 6.1 6.1 0.0 38.8 38.8 - 314.4 314.4 -
仙台市 14 0 14 734 0 734 18.4 0 18.4 52.4 - 52.4 250.7 - 250.7
名取市 2 0 2 113 0 113 3.7 0 3.7 56.5 - 56.5 327.4 - 327.4
岩沼市 2 0 2 170 0 170 6.1 0 6.1 85.0 - 85.0 358.8 - 358.8
亘理町 5 0 5 200 0 200 6.9 0 6.9 40.0 - 40.0 345.0 - 345.0
山元町 3 0 3 166 0 166 6.0 0 6.0 55.3 - 55.3 361.4 - 361.4
合計 195 161 34 5,637 3,030 2,607 172.8 96.9 75.9 28.9 18.8 76.7 306.5 319.8 291.1

高台移転 内陸移転 高台移転 内陸移転 高台移転 内陸移転 高台移転 内陸移転 高台移転 内陸移転

三陸地域 77 77 0 1,689 1,689 0 54.2 54.2 0 21.9 21.9 - 320.9 320.9 -

石巻・松島
地域 92 84 8 2,565 1,341 1,224 77.5 42.7 34.8 27.9 16.0 153.0 302.1 318.4 284.3

仙台湾南部
地域 26 0 26 1,383 0 1,383 41.1 0 41.1 53.2 - 53.2 297.2 - 297.2

合計 195 161 34 5,637 3,030 2,607 172.8 96.9 75.9 28.9 18.8 76.7 306.5 319.8 291.1

1戸あたりの
面積

［m2/戸］
事業パターン別

1地区あたり
の戸数
［戸］

事業パターン別
住宅地
面積

［ha］

1地区あたり
の戸数
［戸］

事業パターン別 事業パターン別 事業パターン別地域名 地区数 整備戸数
［戸］事業パターン別

事業パターン別市町名 地区数 整備戸数
［戸］

1地区あたり
の戸数
［戸］

住宅地
面積

［ha］
事業パターン別 事業パターン別 事業パターン別

図-3.31 復興まちづくり事業と災害公営住宅の組み合わせ 
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〔防集事業対象者の居住基盤の選択〕 
防集事業では、各被災市町が整備した移転先の宅地を

分譲もしくは貸付により利用し、住家を建築することや、被
災市町が整備した災害公営住宅に入居することが可能で
ある。 

移転先の利用形態を沿岸部全体で見ると、防集事業
により移転した8,838戸のうち、5,637戸（63.8％）が民間
宅地を、3,201戸（36.2％）が災害公営住宅を選択した
（表-3.16、図-3.33）。 

また、民間宅地を選択した対象者のうち、4,169戸
（74.0％）が貸付地を、1,468戸（26.0％）が分譲地を
選択した（表-3.16、図-3.32）。 

地域別では、民間宅地を選択した割合が最も高いのは
三陸地域（74.2％）であり、次いで、仙台湾南部地域が
66.0％、石巻・松島地域が57.4％となっている（図-
3.34）。 

防集宅地のうち、貸付地を選択した割合が最も高いのは
石巻・松島地域（77.0％）であり、次いで、三陸地域
（72.3％）、仙台湾南部地域（70.4％）となっている
（図-3.35）。 

 
〔災害危険区域の指定と移転方法の選択〕 

元々の居住地が災害危険区域に指定された人々は、
移転する手法として、防集事業のほか、がけ地近接等危険
住宅移転事業（以降「がけ近事業」とする）や、その他の
手法（自力再建、民間賃貸住宅への移転等）を選択で
きた。 

がけ近事業による居住基盤整備は、6 市 4 町で実施さ
れ、4,001 戸が整備された。 

地域別では、三陸地域の整備戸数が最も多く 2,132
戸、次いで、石巻・松島地域が 1,258 戸、仙台湾南部地
域が 611 戸である。 

沿岸被災市町別では、気仙沼市の整備戸数が最も多
く 1,409 戸、次いで、南三陸町が 723 戸、石巻市が 691
戸である（表-3.17）。 

表-3.16 防集事業対象者の居住基盤の選択 

 
 
 
 
 
 

 

 
図-3.34 民間宅地と災害公営住宅の選択割合（地域別） 

 
図-3.35 貸付地と分譲地の選択割合（地域別） 

表-3.17 がけ近事業による整備戸数 

  

貸付地
［戸］

分譲地
［戸］

気仙沼市 1,493 586 907 727 180
南三陸町 782 0 782 494 288
女川町 414 115 299 52 247
石巻市 2,639 1,175 1,464 1,177 287

東松島市 1,172 568 604 604 0
塩竈市 25 21 4 0 4

七ヶ浜町 218 24 194 141 53
仙台市 966 232 734 636 98
名取市 205 92 113 113 0
岩沼市 281 111 170 133 37
亘理町 227 27 200 83 117
山元町 416 250 166 9 157
合計 8,838 3,201 5,637 4,169 1,468

貸付地 分譲地
三陸地域 2,275 586 1,689 1,221 468

石巻・松島地域 4,468 1,903 2,565 1,974 591
仙台湾南部地域 2,095 712 1,383 974 409

合計 8,838 3,201 5,637 4,169 1,468

うち
災害公営

うち
民間宅地

うち
災害公営
［戸］

うち
民間宅地
［戸］

市町名

地域名
整備戸数
［戸］

整備戸数
［戸］

1,383 戸（66.0％）

2,565 戸（57.4％）

1,689 戸（74.2％）

712 戸（34.0％）

1,903 戸（42.6％）

586 戸（25.8％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仙台湾南部地域

石巻・松島地域

三陸地域

民間宅地 災害公営

409 戸（29.6％）

591 戸（23.0％）

468 戸（27.7％）

974 戸（70.4％）

1,974 戸（77.0％）

1,221 戸（72.3％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仙台湾南部地域

石巻・松島地域

三陸地域

分譲地 貸付地

地域名 市町名 事業戸数
［戸］

地域別合計
［戸］

気仙沼市 1,409
南三陸町 723

女川町 122

石巻市 691
東松島市 444
塩竈市 1

仙台市 388

名取市 179
亘理町 36
山元町 8

4,001 4,001

三陸地域

石巻・松島
地域

仙台湾南部
地域

合計

2,132

1,258

611

出典： 
がけ地近接等危険住
宅移転事業 集計表
(令和 2(2020)年 9 月
末時点、宮城県) 

図-3.32 民間宅地と災害
公営住宅の選択割合 

災害公営
3,201 戸

36.2%民間宅地
5,637 戸

63.8%

図-3.33 貸付地と分譲地
の選択割合 

貸付地
4,169 戸

74.0%

分譲地
1,468 戸

26.0%
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〔防集事業の規模による分布〕 
防集事業で整備された居住基盤について、一地区当た

りの戸数の規模による立地の分布を図-3.36に示す（災害
公営住宅の整備戸数を含む）。 

整備戸数が 10 戸未満の地区は、58 地区あり、気仙沼
市から石巻市の鮎川浜地区にかけての三陸沿岸リアス地 
 

 
形の地域に多く見られる。これらの地区は、特例により事業
採択条件が緩和され（10戸以上→5戸以上）、小規模
集落での居住基盤整備が可能となった。 

石巻市以南の仙台湾沿岸低平地の地域においては、
整備戸数100戸以上の地区が16地区と多く見られる。 
 
 
 
 
  

※災害公営住宅の整備戸数を含む 
図-3.36 防集事業の規模別分布 

 

58 地区（計 359 戸） 
66 地区（計 1,089 戸） 
28 地区（計 920 戸） 
21 地区（計 1,364 戸） 
22 地区（計 5,106 戸） 

10未満

(58地区)
30%

10以上～25未満

(66地区)
34%

25以上～50未満

(28地区)
14%

50以上～100未満

(21地区)
11%

100以上

(22地区)
11%

地区数の割合
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〔災害公営住宅の規模による分布〕 
災害公営住宅整備事業で整備された居住基盤につい

て、一地区当たりの戸数の規模と立地の分布を図-3.37に
示す（復興まちづくり事業で整備された災害公営住宅の
戸数を含む）。 

 
災害公営住宅は沿岸部全体に広く建設されているが、

特に、三陸地域、石巻・松島地域では多くの地区で建設さ
れている。 

また、石巻市の離半島部や仙台市では、10戸未満の規
模の小さな災害公営住宅が多く見られる。 

 
 
  

※復興まちづくり事業で整備された災害公営住宅の戸数を含む 
図-3.37 災害公営住宅の規模別分布 

75 地区（計 315 戸） 
89 地区（計 1,495 戸） 
60 地区（計 2,043 戸） 
44 地区（計 3,057 戸） 
46 地区（計 8,553 戸） 

10未満

(75地区)
24%

10以上～25未満

(89地区)
28%

25以上～50未満

(60地区)
19%

50以上～100未満

(44地区)
14%

100以上

(46地区)
15%

地区数の割合
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〔土地区画整理事業による整備量〕 
土地区画整理事業による居住基盤整備は、6 市 2 町

の計 24 地区で実施され、3,778 戸（116.9ha）が整備さ
れた（表-3.18）。 
 
〔土地区画整理事業による整備量（地域別・沿岸被災
市町別）〕 
地域別では、石巻・松島地域における整備量が最も多く

2,724戸（85.2ha）、次いで、三陸地域が658戸（19.6 
ha）、仙台湾南部地域が396戸（12.1ha）である（表-
3.18）。 

沿岸被災市町別では、石巻市における整備量が最も多
く1,484戸（47.7ha）、次いで、気仙沼市が658戸（19.6 
ha）、女川町が640戸（16.7ha）である。また、塩竈市は
61戸（1.0ha）、多賀城市は83戸（3.9ha）と整備量が
少ない（表-3.18）。 
 
〔土地区画整理事業による整備量（地区別）〕 

地区別では、女川町中心部地区における整備量が最も
多く640戸（16.7ha）、次いで、名取市閖上地区が396
戸（12.1ha）、気仙沼市南気仙沼地区が333戸
(9.3ha)、鹿折地区が325戸(10.3ha)である（表-3.20）。 
 
〔土地区画整理事業による整備量（事業パターン別）〕 

土地区画整理事業によって整備された居住基盤につい
て、事業パターンは、現位置再建型、集団移転先整備型、
複合型に分けられる（P.29、30 参照）。 

現位置再建型は15地区あり、民有地が2,244戸
（92.6％）、公有地が179戸（7.4％）整備された。一地
区当たりの戸数は161.5戸/地区、一戸当たりの面積は
321.1㎡/戸である。 

 

 
集団移転先整備型は8地区あり、民有地が94戸

（13.1%）、公有地が621戸（86.9％）整備された。一
地区当たりの区画数は89.4戸/地区、一戸当たりの面積
は、313.3㎡/戸である。 

複合型は1地区であり、民有地が431戸(67.3%)、公有
地が209戸（32.7％）整備された。一地区当たりの戸数
は640.0戸/地区、一戸当たりの面積は、260.9㎡/戸であ
る。複合型は女川町中心部地区の1地区であり、被災した
中心市街地の再生を行うため事業規模が大きい（表-
3.19）。 
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表-3.18 土地区画整理事業による整備量 

（地域別・沿岸被災市町別） 

 
 

 

表-3.20 土地区画整理事業による整備量（地区別） 

 
 
 
  

民有地 公有地 合計 民有地 公有地 合計
618 40 658 18.0 1.6 19.6

93.9% 6.1% 100.0% 91.8% 8.2% 100.0%
431 209 640 9.8 6.9 16.7

67.3% 32.7% 100.0% 58.7% 41.3% 100.0%
914 570 1,484 32.6 15.1 47.7

61.6% 38.4% 100.0% 68.3% 31.7% 100.0%
0 113 113 0 3.6 3.6

0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 100.0%
61 0 61 1.0 0 1.0

100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0%
299 44 343 11.3 1.0 12.3

87.2% 12.8% 100.0% 91.9% 8.1% 100.0%
83 0 83 3.9 0 3.9

100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0%
363 33 396 10.9 1.2 12.1

91.7% 8.3% 100.0% 90.1% 9.9% 100.0%
合計 2,769 1,009 3,778 87.5 29.4 116.9

民有地 公有地 合計 民有地 公有地 合計
618 40 658 18.0 1.6 19.6

93.9% 6.1% 100.0% 91.8% 8.2% 100.0%
1,788 936 2,724 58.6 26.6 85.2
65.6% 34.4% 100.0% 68.8% 31.2% 100.0%

363 33 396 10.9 1.2 12.1
91.7% 8.3% 100.0% 90.1% 9.9% 100.0%
2,769 1,009 3,778 87.5 29.4 116.9
73.3% 26.7% 100.0% 74.8% 25.2% 100.0%

市町名 整備戸数［戸］

石巻・松島
地域

仙台湾南部
地域

合計

地域名
整備面積［ha］

三陸地域

整備面積［ha］

気仙沼市

女川町

石巻市

東松島市

塩竈市

七ヶ浜町

多賀城市

整備戸数［戸］

名取市

民有地 公有地 合計 民有地 公有地 合計

317 16 333 8.7 0.6 9.3
95.2% 4.8% 100.0% 93.5% 6.5% 100.0%
301 24 325 9.3 1.0 10.3

92.6% 7.4% 100.0% 90.3% 9.7% 100.0%
431 209 640 9.8 6.9 16.7

67.3% 32.7% 100.0% 58.7% 41.3% 100.0%
0 191 191 0 5.1 5.1

0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 100.0%
21 80 101 1.0 2.1 3.1

20.8% 79.2% 100.0% 32.3% 67.7% 100.0%
6 49 55 0.5 1.3 1.8

10.9% 89.1% 100.0% 27.8% 72.2% 100.0%
52 184 236 2.6 4.5 7.1

22.0% 78.0% 100.0% 36.6% 63.4% 100.0%
0 4 4 0 0.1 0.1

0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 100.0%
221 14 235 7.2 0.9 8.1

94.0% 6.0% 100.0% 88.9% 11.1% 100.0%
290 0 290 7.6 0 7.6

100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0%
182 17 199 6.5 0.8 7.3

91.5% 8.5% 100.0% 89.0% 11.0% 100.0%
121 31 152 5.5 0.3 5.8

79.6% 20.4% 100.0% 94.8% 5.2% 100.0%
15 0 15 1.6 0 1.6

100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0%
6 0 6 0.1 0 0.1

100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0%
0 80 80 0 2.6 2.6

0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 100.0%
0 33 33 0 1.0 1.0

0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 100.0%
21 0 21 0.6 0 0.6

100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0%
40 0 40 0.4 0 0.4

100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0%
62 5 67 2.5 0.1 2.6

92.5% 7.5% 100.0% 96.2% 3.8% 100.0%
61 18 79 2.4 0.3 2.7

77.2% 22.8% 100.0% 88.9% 11.1% 100.0%
55 11 66 2.2 0.4 2.6

83.3% 16.7% 100.0% 84.6% 15.4% 100.0%
121 10 131 4.2 0.2 4.4

92.4% 7.6% 100.0% 95.5% 4.5% 100.0%
83 0 83 3.9 0 3.9

100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0%
363 33 396 10.9 1.2 12.1

91.7% 8.3% 100.0% 90.1% 9.9% 100.0%
2,769 1,009 3,778 87.5 29.4 116.9
73.3% 26.7% 100.0% 74.8% 25.2% 100.0%

新蛇田

新渡波

新渡波西

新蛇田南

閖上

野蒜北部丘陵

東矢本駅北

北浜

藤倉二丁目

菖蒲田浜

湊東

あけぼの北

新門脇

市町名

気仙沼市

女川町

地区名
整備戸数［戸］ 整備面積［ha］ 事業

パターン

南気仙沼

鹿折

中心部

下釜第一

湊北

新蛇田南第二

中央二丁目

花渕浜

代ヶ崎浜A

代ヶ崎浜B

宮内

合計 -

多賀城市

名取市

石巻市

東松島市

塩竈市

七ヶ浜町

現位置
再建型

現位置
再建型

現位置
再建型

現位置
再建型

現位置
再建型

現位置
再建型

複合型

集団移転先
整備型

集団移転先
整備型

集団移転先
整備型

集団移転先
整備型

集団移転先
整備型

現位置
再建型

集団移転先
整備型

現位置
再建型

現位置
再建型

現位置
再建型

現位置
再建型

集団移転先
整備型

現位置
再建型

集団移転先
整備型

現位置
再建型

現位置
再建型

現位置
再建型

表-3.19 土地区画整理事業による整備量（事業パターン別） 

民有地 公有地 合計 民有地 公有地 合計
2,244 179 2,423 72.0 5.8 77.8

92.6% 7.4% 100.0% 92.5% 7.5% 100.0%
94 621 715 5.7 16.7 22.4

13.1% 86.9% 100.0% 25.4% 74.6% 100.0%
431 209 640 9.8 6.9 16.7

67.3% 32.7% 100.0% 58.7% 41.3% 100.0%
2,769 1,009 3,778 87.5 29.4 116.9

73.3% 26.7% 100.0% 74.8% 25.1% 100.0% 157.4

15

8

1

24309.4

現位置再建型

1地区あたりの
戸数

［戸/地区］

1戸あたりの
面積

［m2/戸］

複合型

地区数整備面積［ha］整備戸数［戸］事業パターン

161.5 321.1

89.4 313.3

260.9

合計

集団移転先整備型

640.0
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〔民有地・公有地の整備割合〕 
整備された居住基盤には、民有地と公有地がある。民

有地は、土地区画整理事業の対象者が事業用地内で換
地される土地である。公有地は、防集移転先団地の貸付
地や公共施設用地、従来から所有している土地等であり、
保留地を含んでいる。 

沿岸部全体で整備された居住基盤3,778戸のうち、民
有地が2,769戸（73.3％）、公有地が1,009戸(26.7％)で
ある（表-3.18、図-3.38）。 

地域別では、公有地の戸数の割合が高いのは石巻・松
島地域で34.4％（936戸）である。仙台湾南部地域は
8.3％（33戸）、三陸地域は6.1％（40戸）と割合が低
い。なお、面積の割合においても、官民の割合は逆転せず
同様の傾向が見られる（表-3.18、図-3.39）。 

沿岸被災市町別では、公有地の戸数の割合が高いの
は、東松島市で100.0％（113戸）、次いで、石巻市で
38.4％（570戸）、女川町で32.7％（209戸）である。ま
た、気仙沼市では6.1％（40戸）、名取市では8.3％（33
戸）、七ヶ浜町市では12.8％（44戸）と割合が低い。ま
た、塩竈市、多賀城市では、民有地のみ整備している。な
お、面積の割合においても、官民の割合は逆転せず同様の
傾向が見られる（表-3.18）。 

地区別では、公有地の整備戸数の割合が高いのは、石
巻市新蛇田地区、あけぼの北地区、東松島市野蒜北部
丘陵地区、東矢本駅北地区であり、いずれも100.0％であ
る。石巻市湊東地区、新蛇田南第二地区、中央二丁目
地区、塩竈市北浜地区、藤倉二丁目、多賀城市宮内地
区では、民有地のみ整備している。なお、面積の割合におい
ても、官民の割合は逆転せず同様の傾向が見られる（表-
3.20）。 

事業パターン別では、公有地の整備戸数の割合が高い
のは、集団移転先整備型で86.9％（621戸）である。複
合型は32.7％（209戸）、現位置再建型は7.4％（179
戸）と割合が低い。なお、面積の割合においても、官民の
割合は逆転せず同様の傾向が見られる（表-3.19、図-
3.40）。 
 

 

 
図-3.38 民有地・公有地の整備割合（戸数・沿岸部全体） 

 

 
図-3.39 民有地・公有地の整備割合（戸数・地域別） 

 

 
図-3.40 民有地・公有地の整備割合（戸数・事業パターン別） 

  

民有地
2,769戸
73.3%

公有地
1,009戸
26.7%

沿岸部全体

33戸
(8.3％)

936戸(34.4％)

40戸
(6.1％)

363戸(91.7％)

1,788戸(65.6％)

618戸(93.9％)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仙台湾南部地域

石巻・松島地域

三陸地域

公有地 民有地

209戸(32.7％)

621戸(86.9％)

179戸
(7.4％)

431戸(67.3％)

94戸
(13.1％)

2,244戸(92.6％)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

複合型

集団移転先整備型

現位置再建型
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〔土地区画整理事業の規模による分布〕 
土地区画整理事業で整備された居住基盤について、一

地区当たりの戸数の規模による立地の分布を図-3.41に示
す(災害公営住宅の整備戸数は含まない)。 

居住基盤が整備された地区は、三陸地域では２地区、
仙台湾南部地域では１地区と少ないが、石巻・松島地域 

 
では 21 地区と多く、特に、石巻市の市街地や七ヶ浜町に
集中している。 

全体の半分の地区が100戸以上の規模であるほか、石
巻・松島地域では、10戸未満の地区から100戸以上の地
区が見られ、規模が多様である。 
 
  

※災害公営住宅の整備戸数は含まない 
図-3.41 土地区画整理事業の規模別分布 

 

2 地区（計 10 戸） 
2 地区（計 36 戸） 
2 地区（計 73 戸） 
6 地区（計 430 戸） 
12 地区（計 3,229 戸） 

10未満

(2地区)
9%

10以上～25未満

(2地区)
8%

25以上～50未満

(2地区)
8%

50以上～100未満

(6地区)
25%

100以上

(12地区)
50%

地区数の割合
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〔津波拠点事業による整備量〕 
津波拠点事業による居住基盤整備は、2 町の計 4 地

区で実施され、183 戸（10.1ha）が整備された。また、事
業パターンは、いずれも住宅・公益施設整備型である（表-
3.21）。 
 
〔津波拠点事業による整備量（地区別）〕 

地区別では、山元町新山下駅周辺地区で100戸
（5.9ha）、新坂元駅周辺地区で40戸(2.8ha)、南三陸
町志津川中央地区で25戸（0.8ha）、志津川東地区で
18戸（0.6ha）が整備された（表-3.21）。 

 
〔復興まちづくり事業により整備された居住基盤の一戸当た
りの整備面積〕 
事業別では、防集事業により整備された居住基盤が

306.5m2/戸、土地区画整理事業が309.4m2/戸、津波拠
点事業が551.9m2/戸である。 

地域別では、防集事業により整備された居住基盤につい
ては、三陸地域が最も大きく320.9㎡/戸、土地区画整理
事業により整備された居住基盤については、石巻・松島地
域が最も大きく312.8㎡/戸、津波拠点事業により整備され
た居住基盤については、仙台湾南部地域が最も大きく
621.4㎡/戸となっている。 

沿岸被災市町別では、330㎡（100坪）を標準として
300～360㎡/戸程度の戸当たり面積となっているが、山元
町の津波拠点事業（621.4㎡/戸）、多賀城市の土地区
画整理事業（469.9㎡/戸）は、一戸当たりの面積が大き
い。また、山元町の防集事業は、361.4㎡/戸と一戸当たり
の面積が大きいが、事業の交付金は330㎡/戸までが対象
となっており、超過分は個人が負担している（表-3.22）。 

 
表-3.21 津波拠点事業による整備量（地区別） 

 
 

表-3.22 居住基盤の一戸当たりの面積(地域別・沿岸被災市町別) 

 
 

 
  

志津川東 18 0.6 住宅・公益施
設整備型

志津川中央 25 0.8 住宅・公益施
設整備型

新山下駅周辺 100 5.9 住宅・公益施
設整備型

新坂元駅周辺 40 2.8 住宅・公益施
設整備型

183 10.1 -

市町名 地区名

南三陸町

山元町

合計

事業
パターン

整備戸数
［戸］

整備面積
［ha］

市町名
防集事業

［m2/戸］

土地区画
整理事業

［m2/戸］

津波拠点
事業

［m2/戸］
気仙沼市 312.0 297.9 -
南三陸町 331.2 - 325.6
女川町 301.0 260.9 -
石巻市 292.3 321.4 -

東松島市 322.8 318.6 -
塩竈市 250.0 163.9 -

七ヶ浜町 314.4 358.6 -
多賀城市 - 469.9 -
仙台市 250.7 - -
名取市 327.4 305.6 -
岩沼市 358.8 - -
亘理町 345.0 - -
山元町 361.4 - 621.4

沿岸部全体 306.5 309.4 551.9

地域名
防集事業

［m2/戸］

土地区画
整理事業

［m2/戸］

津波拠点
事業

［m2/戸］

沿岸部全体 306.5 309.4 551.9

三陸地域

石巻・松島
地域

仙台湾南部
地域

320.9

297.2

302.1

305.6 621.4

297.9 325.6

312.8 -
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〔津波拠点事業の規模による分布〕 
津波拠点事業で整備された居住基盤について、一地区

当たりの戸数の規模による立地の分布を図-3.42に示す
（災害公営住宅の整備戸数は含まない）。 

 
居住基盤が整備された地区は、南三陸町の２地区及

び山元町の2地区のみであり、南三陸町は規模が小さく、
山元町は比較的規模が大きい。 
 
  

※災害公営住宅の整備戸数は含まない 
図-3.42 津波拠点事業の規模別分布 

 

1 地区（計 18 戸） 
2 地区（計 65 戸） 
1 地区（計 100 戸） 

10以上～25未満

(1地区)
25%

25以上～50未満

(2地区)
50%

50以上～100未満

(1地区)
25%

地区数の割合
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②居住基盤の供給状況  
〔居住基盤の供給量の推移〕 

居住基盤の供給量の推移を見ると、平成 24(2012)年
度から供給が始まり、災害公営住宅整備事業により整備
された居住基盤の供給が平成 26(2014)年度、防集事業
が平成 27(2015)年度、土地区画整理事業が平成 28 
(2016)年度にそれぞれピークを迎えた。その結果、平成
28(2016)年度までに 85.0％の居住基盤が完成した（表-
3.23、表-3.24）。 

土地区画整理事業は、換地設計等に時間を要する場
合があることから居住基盤の供給が遅い傾向にある。 
  

●居住基盤については、平成 24(2012)年度から供給
が始まり、令和 2(2020)年度に供給完了した。 

●災害公営住宅整備事業により整備された居住基盤
が先行して供給され、災害公営住宅整備事業、防
集事業、土地区画整理事業の順に供給量がピーク
を迎えた。 

●応急仮設住宅は平成 24(2012)年度末に 39,063
戸利用されていたが、令和 2(2020)年 12 月末現在
は 6 戸まで減少した。 

図-3.43 居住基盤の供給戸数の推移 
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図-3.44 居住基盤の供給戸数の推移（累計） 
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表-3.23 居住基盤の供給戸数の推移 

出典：住まいの復興工程表 令和 2(2020)年 3 月末現在（復興庁 HP） 

平成24年度
(2012)

平成25年度
(2013)

平成26年度
(2014)

平成27年度
(2015)

平成28年度
(2016)

平成29年度
(2017)

平成30年度
(2018)

令和元年度
(2019)

令和2年度
(2020)

土地区画整理事業※2 0 200 479 1,708 2,690 1,716 650 78 0 7,521
防集事業※2 85 371 2,296 2,954 2,314 423 160 0 0 8,603
災害公営住宅整備事業（単独） 50 932 2,972 2,485 1,146 521 108 0 0 8,214

合計 135 1,503 5,747 7,147 6,150 2,660 918 78 0 24,338

事業手法
年度ごとの整備戸数※1［戸］ 合計整備戸数

［戸］

表-3.24 居住基盤の供給戸数の推移（累計） 

出典：住まいの復興工程表 令和 2(2020)年 3 月末現在（復興庁 HP） 

平成24年度
(2012)

平成25年度
(2013)

平成26年度
(2014)

平成27年度
(2015)

平成28年度
(2016)

平成29年度
(2017)

平成30年度
(2018)

令和元年度
(2019)

令和2年度
(2020)

土地区画整理事業※2 0 200 679 2,387 5,077 6,793 7,443 7,521 7,521 7,521
防集事業※2 85 456 2,752 5,706 8,020 8,443 8,603 8,603 8,603 8,603
災害公営住宅整備事業（単独） 50 982 3,954 6,439 7,585 8,106 8,214 8,214 8,214 8,214

合計 135 1,638 7,385 14,532 20,682 23,342 24,260 24,338 24,338 24,338
進捗率 0.6% 6.7% 30.3% 59.7% 85.0% 95.9% 99.7% 100.0% 100.0% -

事業手法
年度ごとの整備戸数（累計値）［戸］ 合計整備戸数

［戸］
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〔居住基盤の供給状況と仮設住宅の入居戸数の推移〕 
応急仮設住宅は、平成 24(2012)年度末時点におい

て、沿岸被災市町全体で 39,063 戸が利用されていたが、
令和 2(2020)年 12 月末現在は 6 戸まで減少している。 

地域別では、平成 24(2012)年度末時点において石巻・
松島地域の入居戸数が 17,726 戸と最も多く、同地域で
は平成 30(2018)年にかけて入居戸数が大幅に減少してい
る。 

 
また、平成 24(2012)年度末時点において応急仮設住

宅の入居戸数が多い被災市町は、石巻市（11,375
戸）、仙台市（9,907 戸）である。いずれの市町も平成
30(2018)年度にかけて入居戸数が大幅に減少している。 

図-3.45 居住基盤の供給状況と応急仮設住宅入居戸数の推移 
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図-3.46 応急仮設住宅入居戸数の推移（地域別） 
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表-3.25 居住基盤の供給状況と応急仮設住宅利用状況の推移 

出典：過去の応急仮設住宅(プレハブ住宅、民間賃貸住宅)の入居状況(宮城県 HP(震災援護室)) 
(各年 3 月末現在、令和 2(2020)年は 12 月末現在) 

平成24年度
(2012)

平成25年度
(2013)

平成26年度
(2014)

平成27年度
(2015)

平成28年度
(2016)

平成29年度
(2017)

平成30年度
(2018)

令和元年度
(2019)

令和2年度
(2020)

気仙沼市 4,524 3,991 3,539 2,794 1,295 262 75 4 0
南三陸町 2,175 2,015 1,712 1,347 603 93 9 0 0
女川町 1,328 1,257 1,085 1,000 723 184 12 1 0
石巻市 11,375 9,803 8,537 6,136 3,588 1,722 100 1 0

東松島市 2,503 2,110 1,543 959 492 82 11 0 0
塩竈市 682 561 446 326 172 22 1 0 0

七ヶ浜町 453 418 366 58 7 2 0 0 0
多賀城市 1,385 1,172 908 628 86 22 1 1 1
仙台市 9,907 8,212 6,500 3,580 767 315 41 11 2
名取市 1,655 1,343 1,113 825 610 273 28 6 3
岩沼市 890 677 433 125 50 9 4 2 0
亘理町 1,203 935 556 120 10 1 1 0 0
山元町 983 794 561 257 69 0 0 0 0
合計 39,063 33,288 27,299 18,155 8,472 2,987 283 26 6

平成24年度
(2012)

平成25年度
(2013)

平成26年度
(2014)

平成27年度
(2015)

平成28年度
(2016)

平成29年度
(2017)

平成30年度
(2018)

令和元年度
(2019)

令和2年度
(2020)

三陸地域 6,699 6,006 5,251 4,141 1,898 355 84 4 0

石巻・松島
地域 17,726 15,321 12,885 9,107 5,068 2,034 125 3 1

仙台湾南部
地域 14,638 11,961 9,163 4,907 1,506 598 74 19 5

合計 39,063 33,288 27,299 18,155 8,472 2,987 283 26 6

市町名
応急仮設住宅の入居戸数［戸］

市町名
応急仮設住宅の入居戸数［戸］
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